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第１１０回淡路市議会定例会提出議案の概要説明書 
  
１ 条例制定    ６件 

 (１) 改正条例   ５件 

議案等番号 件           名 所 管 課 

議案第３７号 ○ 淡路市税条例（平成１７年淡路市条例第９１号）の一部を改正

する条例制定の件 
 

 「地方税法の一部を改正する法律」（令和６年法律第２号）及び

関連する政令が令和６年２月２１日に公布され、同日から施行して

いる。また、「地方税法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第

４号）その他関連する政令及び省令が同年３月３０日に公布され、

一部の規定については、令和７年４月１日又は「公益信託に関する

法律」（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の翌年の１

月１日からそれぞれ施行する。  

これらの法令改正に伴い、令和６年１月１日に発生した能登半島

地震による災害の被災者に対する令和６年度以後の年度分の市民

税の雑損控除額等の特例措置並びに公益法人等に係る市民税の課

税の特例及び引用する法令条項の整理をするため、これらの法令改

正に準じ、所要の措置を講じる。 
 

１ 令和６年能登半島地震に係る雑損控除額等の特例措置の追加 

２ 公益法人等に係る市民税の課税の特例について、法改正に伴

い、みなし課税とする特例措置の削除 
 

 ※ 施行期日等 公布の日。ただし、次の規定は、当該規定に定

める日から施行する。 

(１) 第５６条の改正規定 令和７年４月１日 

(２) 附則第４条の２を削除する改正規定(上記２の規定) 公

益信託に関する法律(令和６年法律第３０号)の施行の日の属

する年の翌年の１月１日 

また、改正後の税条例附則第５条の２の規定（上記１の規定）

について、令和６年４月１日から適用する経過措置を設ける。 

税 務 課 

議案第３８号 ○ 淡路市火葬場条例の一部を改正する条例（令和５年淡路市条例

第２１号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 新火葬場として整備する「淡路市斎苑 緑風の里」が令和６年７

月１日から供用を開始することに伴い、４か所の既存火葬場を廃止

するため、火葬場の設置及び管理について、未施行となっている本

件条例に所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

生活環境課 

議案第３９号 ○ 淡路市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年淡路市条例

第１０６号）の一部を改正する条例制定の件 
 

令和６年分における所得税額の特別控除の実施等に伴い、「所得

税法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第８号）が令和６年

３月３０日に公布され、一部の規定は、同年６月１日から施行して

福祉総務課 
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いる。 

この法律改正に伴い、本件条例において引用する「租税特別措置

法」（昭和３２年法律第２６号）の条項が繰り下がるため、所要の

措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

議案第４０号 ○ 淡路市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年淡路市条例第１７号）の一部を改正する条例制定の

件 
 

次元の異なる少子化対策の実現に向けて、集中的に取り組むべき

施策の一つとして、保育の質の向上により子育て世帯が安心して保

育所等にこどもを預けられる体制を整備するため、「家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準」（平成２６年厚生労働省令第６

１号）の一部が改正され、これに準じて、本件条例の保育士及び保

育従事者の人数についても所要の措置を講じる。 
 
〈職員の配置基準〉 

１ 満３歳以上満４歳に満たない児童  

  おおむね１５人につき１人とする。 

２ 満４歳以上の児童 

  おおむね２５人につき１人とする。 
 

 ※ 施行期日等 公布の日からとし、保育士及び保育従事者の配

置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるとき

は、当分の間、改正後の規定を適用しないこととする経過措置

を設ける。 

子育て応援課 

議案第４１号 ○ 淡路市下水道条例（平成１７年淡路市条例第２１１号）及び淡

路市生活排水処理施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年

淡路市条例第１３５号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 政府において、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラ

ン」（令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会）に基づき、常駐・

専任規制等のアナログ規制の見直しを行っている。 

 このことから、指定工事店登録要件である排水設備工事責任技術

者（以下「責任技術者」という。）について、アナログ規制の趣旨

を踏まえ、本件条例に所要の措置を講じる。 
 

１ 第１条による改正（淡路市下水道条例の一部改正） 

(１) 責任技術者を「専属」から「選任」とし、兵庫県内におけ

る営業所において兼任することを妨げないとする規定の追加 

(２) 責任技術者の登録の有効期間を延長できる例外規定の追

加 

２ 第２条による改正（淡路市生活排水処理施設の設置及び管理に

関する条例の一部改正） 

  上記１と同様の改正を行う。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

下 水 道 課 
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 (２) 廃止条例   １件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第４２号 ○ 淡路都市計画事業富島震災復興土地区画整理事業施行条例

（平成１７年淡路市条例第２０８号）を廃止する条例制定の件 
 

 富島震災復興土地区画整理事業について、「土地区画整理法」

（昭和２９年法律第１１９号）第９４条に規定する清算金の金額

が確定し、令和６年２月にその徴収が全て完了したことに伴い、

本件条例を廃止する。 

 また、本件条例の廃止に伴い、「土地区画整理審議会委員」及

び「評価委員」の報酬について、「淡路市特別職の職員で非常勤

のものの報酬及び費用弁償に関する条例」（平成１７年淡路市条

例第４３号）から削除する。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

都 市 計 画 課 

 

２ 事件決議    ６件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第４３号 ○ 兵庫県町議会議員公務災害補償組合規約の変更の件 
 

兵庫県町議会議員公務災害補償組合の事務所について、令和６

年７月１日に移転すること、及び市議会議員の要件を変更すること

に伴い、「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１

項の規定により、「兵庫県町議会議員公務災害補償組合規約」（昭和

４３年兵庫県指令地第１６５５号）の一部を変更することについ

て、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 
 

１ 市議会議員の要件の変更 

  特例市制度を中核市制度に統合したことに伴い、条項につい

て、整合性を図る。 

 

２ 事務所の位置の変更 

「神戸市中央区東川崎町１丁目３番３号」に変更する。 
 

※ 施行期日 令和６年７月１日 

総 務 課 

議案第４４号 ○ 兵庫県市町村職員退職手当組合規約の変更の件 
 

兵庫県市町村職員退職手当組合の事務所を移転することに伴

い、「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第２

項の規定により、「兵庫県市町村職員退職手当組合規約」（昭和

３０年兵庫県告示第１９７号の１２）の一部を変更することにつ

いて、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 
 

１ 事務所の位置の変更 「兵庫県神戸市中央区東川崎町１丁目

３番３号、神戸ハーバーランドセンタービル内」に変更する。 
 

※ 施行期日 令和６年７月１日 

総 務 課 
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議案第４５号 ○ 財産の取得の件（消防ポンプ自動車） 
  

 更新計画に基づき、おおむね２０年を経過した車両を対象として

更新を行い、消防力の強化を図る。 
 

１ 取得方法   指名競争入札 

２ 取得金額   ２６，３８４，２７０円 

３ 契約の相手方 （株）藤井 代表取締役 藤井 裕也
ひろや

 

４ 財産の概要 

 (１) 車  名  エルフ（いすゞ自動車株式会社） 

 (２) 車  型  貨物自動車 

 (３) 台  数  １台 

 (４) 乗車定員  ６人 

５ 履行期限   契約締結日～令和７年３月２１日 

６ 配備場所   一宮地区 江井自動車部 

消防防災課 

議案第４６号 ○ 淡路市と洲本市との間の五色台聖苑火葬場における火葬事務

の委託の廃止の件 
 

 「淡路市斎苑 緑風の里」が令和６年７月１日から供用開始とな

ることに伴い、五色台聖苑火葬場における火葬事務の洲本市への委

託を廃止する。 

そのため、本件事務の委託を廃止することについて、洲本市との

協議につき、「地方自治法」第２５２条の１４第３項の規定により

準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により、議決を求め

る。 
 

 ※ 施行期日 令和６年７月１日からとし、事務の委託の廃止に

係る必要な経過措置を設ける。 

生活環境課 

議案第４７号 ○ 兵庫県後期高齢者医療広域連合規約の変更の件 
 

令和５年１２月２７日に公布された、「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正

する法律の一部の施行期日を定める政令」（令和５年政令第３７４

号）により、現行の被保険者証は、令和６年１２月２日から廃止さ

れる。 

 これに伴い、「兵庫県後期高齢者医療広域連合規約」（平成１９年

兵庫県指令市振第２２９７号）における「被保険者証」等に関する

事項について「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）第２９１

条の３第１項の規定により、本件規約を変更することについて、同

法第２９１条の１１の規定により、議決を求める。 
 

 ※ 施行期日 令和６年１２月２日 

福祉総務課 

議案第４８号 ○ 財産の取得の件（教育用タブレット端末等） 
 

 小学４年生の児童及び教職員を対象に、老朽化した端末を更新

し、小学４年生の児童を対象に、中学３年生まで使用するタブレッ

ト端末（３６６台）及び教職員用のタブレット端末（５６台）並び

にタブレット端末用ケース（４２２個）を購入する。 

学校教育課 
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１ 取得方法    指名競争入札 

２ 取得金額    ２９，１８６，５２０円 

３ 契約の相手方  (有)すみ孫 代表取締役 片山 佳則 

４ 財産の概要 

 (１) タブレット端末 

  ア ｉＰａｄ Ｗｉ－Ｆｉ  ６４ＧＢ    ３６６台 

  イ ｉＰａｄ Ｗｉ－Ｆｉ ２５６ＧＢ     ５６台 

 (２) タブレット端末用ケース         ４２２個 

５ 履行期限   契約締結日～令和６年７月３１日 

 

３ 専決承認    ２件 

議案等番号 件           名 所管課 

承認第 ２号 ○ 淡路市税条例（平成１７年淡路市条例第９１号）の一部を改

正する条例制定の専決処分をしたものにつき承認を求める件 
 

「地方税法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第４号）

その他関係する政令及び省令が、令和６年３月３０日に公布され、

同年４月１日から施行することに伴い、この法令改正との整合性

を保つ必要が生じたことから、所要の措置を講じる。 
 

１ 市民税に関する事項 

(１) 令和６年度分の個人市民税の特別税額控除に係る規定

の整備 

(２) 上場株式等の配当所得、土地等の譲渡及び長期譲渡所得

等の分離課税分に係る規定の整備 

(３) 土地等の譲渡等に係る事業所得等の分離課税分に係る

規定の整備 

２ 固定資産税に関する事項 

(１) 一定のバイオマス発電設備のわがまち特例の割合を定め

る規定の整備 

(２) わがまち特例について、法律の改正に伴い、引用する法

律の条項の整理 

(３) 認定長期優良住宅の一定の要件に該当すると認定した場

合における、特例適用の見直し 
 

 ※ この条例の施行日は、令和６年４月１日からとし、固定資

産税に係る必要な経過措置を設ける。 

税 務 課 

承認第 ３号 ○ 淡路市国民健康保険税条例(平成１７年淡路市条例第１４５

号)の一部を改正する条例制定の専決処分をしたものにつき承

認を求める件 
 

承認第２号と同様に、この法令改正との整合性を保つ必要が生

じたことから、所要の措置を講じる。 
 

１ 国民健康保険税の後期高齢者支援金等課税額に係る課税限

度額を「２２万円」から「２４万円」に、引上げ 

税 務 課 
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２ ５割軽減の所得判定基準について、被保険者数に乗ずる金額

を「２９万円」から「２９万５千円」に、２割軽減の所得判定

基準について、被保険者数に乗ずる金額を「５３万５千円」か

ら「５４万５千円」にそれぞれ軽減の拡充 
 

 ※ この条例の施行日は、令和６年４月１日からとし、国民健

康保険税に係る必要な経過措置を設ける。 

 

４ 予  算    ３件 

 (１) 補正予算   ３件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第４９号 ○ 令和６年度淡路市一般会計補正予算（第１号） 

 

 補正額       ７億８，２６０万円余 

 補正後の予算額 ３７６億９，４６０万円余 

 地方債補正           変更１件 

財 政 課 

議案第５０号 ○ 令和６年度淡路市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

（事業勘定） 

 補正額            ９０万円余 

 補正後の予算額  ５８億２，７２０万円余 

   

（直営診療施設勘定） 

 補正額           １７０万円余 

 補正後の予算額   １億３，３５０万円余 

福 祉 総 務 課 

議案第５１号 ○ 令和６年度淡路市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

（保険事業勘定） 

 補正額           １５０万円余 

 補正後の予算額  ５２億１，６６０万円余 

  

（サービス事業勘定） 

 補正額           ２００万円余 

 補正後の予算額   １億３，２３０万円余 

長 寿 介 護 課 

 

５ 同  意    １件 

議案等番号 件           名 所管課 

同意第 ３号 ○ 淡路市教育委員会の委員の任命につき同意を求める件 
 

 巌
いわお

千里
ちさと

委員の任期満了（令和２年６月１８日～令和６年６月

１７日）による後任委員の任命同意 
 

 ※ 後任委員の任期 ４年間 

   令和６年６月１８日～令和１０年６月１７日 

総 務 課 
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６ 報  告    ３件 

議案等番号 件           名 所管課 

報告第 ５号 ○ 専決処分した事件の報告について（自動車損傷事故） 建 設 課 

報告第 ６号 ○ 令和５年度淡路市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告に

ついて 

財 政 課 

報告第 ７号 ○ 令和５年度淡路市下水道事業会計予算繰越計算書の報告に

ついて 

下 水 道 課 

 


